大阪産業経済リサーチセンターより、中小企業等経営強化法に基づく
経営革新計画の承認を受けた企業の経営革新の取り組みを紹介します。
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堺打刃物における工程の内製化への取組
－職人育成プロセスの革新で伝統産地の持続性向上を目指す－
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■ 堺打刃物はプロ用包丁で圧倒的シェア
　堺打刃物は、経済産業大臣指定の伝統的工芸品であり、ものづくりのまち大阪の象徴ともいえる産業です。安土桃山時代に始まったタバコ切り包丁の製造をきっかけに、全国にその名を知られるようになりました。「打刃物」の名のとおり、鋼をひたすら叩くことで、丈夫で切れ味の良い刃物ができあがります。現在では、プロ用の包丁では全国の9割を堺産地が占めるとのことです。2013（平成25）年に「和食」がユネスコ無形文化遺産に登録されたことで、世界的な和食ブームに拍車がかかり、海外からの注文が多数寄せられています。
その一方、堺打刃物の製造に携わる職人は、他の多くの伝統工芸産地と同様、高齢化と人手不足に悩んでいます。堺の産地では、伝統的に分業制が敷かれ、鍛冶・刃付け（研ぎ）・柄付けの3つの工程に分かれています。分業制のメリットは、特定の工程に絞ることで、より深く技能を磨き、限られた経営資源で効率的に生産できることがあげられます。また、分業制には産地外へのノウハウ流出を防ぐ意味もあったと思われます。
しかし、若手の職人見習いが単調な作業の連続に挫折したり、他工程ひいてはエンドユーザーのニーズへの対応力を鈍らせたりといった欠点が指摘されます。何よりも伝統工芸の世界で危惧されるのは、職人の後継者が枯渇し、技能伝承が途絶えることで分業体制が成り立たなくなり、産地全体の持続性が失われることです。産地の持続可能性を高めるためには、職人を育てること、そしてその職人が将来に希望を持てるよう市場を開拓・深耕し続けることが必要です。

■ 堺打刃物産地で100余年
㈱高橋楠（以下、同社）は、堺打刃物業界において、「柄付け」を担当する卸として、1917（大正6）年に創業しました。現在の代表取締役、高橋佑典氏は4代目にあたります。同社では、堺の刃物はもちろん、岐阜、新潟、福井、高知等、日本各地の刃物産地との取引があり、プロ用・家庭用含めた和包丁・洋包丁等を取り揃え、OEMやオリジナル商品の展開で幅広いユーザーニーズに応えています。最近では、有望な海外マーケットの開拓を目指し、欧米の見本市にも積極的に出展しています。同社の製品は2023年に開催されたG7大阪・堺貿易担当大臣会合にて贈呈される記念品にも選ばれるなど、高い評価を得ています。
画像１　包丁を象ったデザインの新社屋
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　　　　　　　画像：同社提供
■ 経営革新計画により刃付け工程を内製化
[bookmark: _Hlk187834274]同社は、これまで通りの分業制が続くと、後継者難で業界全体の存続が難しくなるという危機感から、「分業制の堺打刃物における刃付けと柄付けの持続可能な生産体制の構築」をテーマに、2020（令和2）年に計画期間5年の経営革新計画を策定、大阪府の承認を受けられ、このほど計画期間を満了されました。
計画では、これまで外注に依存してきた刃付け工程を内製化することで、納期の短縮化と顧客の細かな要望に応えることを目指しました。この計画には、刃付け職人の獲得が必須でしたが、社長自ら刃付け師に教えを請い、ノウハウを習得するとともに、非常に優秀な若手人材を確保することができ、現在では主要な工程を任せられるところまで育成が進んでいます。
また、刃付け工程の内製化に伴い、新社屋兼工房を建設・移転し（画像1参照）、刃付けに必要となる研ぎ機、グラインダー等の機械設備も整えました。新工房は空調が完備され、整理整頓が行き届いた快適な作業環境です。新鋭機械の導入も相まって、働きやすい環境が整備されています。
制度面でも、業務中は集中度の高さが求められる半面、有給休暇消化率100％、残業無しで、子育てがしやすい条件が整っています。

■ 次なる挑戦へ
同社で取り組んできた経営革新は、業界で長年続いてきた分業制、すなわち3つの打刃物工程のうち、これまで同社が担ってきた柄付け工程に加え、刃付け工程を内製化する取組でした。しかし、最終的な目標である業界全体の持続可能性につながる体制には、あと一歩足りません。それは、より長期の修業期間が必要とされ、過酷な作業が求められる鍛冶の工程が残っているからです。
同社では、次の経営革新計画として、業界で特に後継者難が危惧されている鍛冶工程のための工房整備と人材確保について動き出しています。
新計画では、工程の要点となる「職人の手業」の部分を最新のデジタル技術で分析、マニュアル化の実現にも取り組みます。これまでは、10年を超えるような長い修業期間を経てようやく達する名工の域には、ごく限られた人しかたどり着くことができませんでした。それが伝統工芸の奥深さであると同時に、職人枯渇への懸念を高める要因ともなってきました。同社の新たな取組で、職人の確保・育成が進めば、長年の課題克服につながることが期待できます。因みに同社では、以前から「匠の技の科学的アプローチ」に取り組んでおり、計測機器メーカー・ITサービス企業の協力のもと、名工級の鍛冶師の鍛造及び熱処理における温度帯を計測し、若手鍛冶師の指標となるデータを得るなどの実績があります（画像2参照）。
画像2　名工の技のデータ化
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　　　　　　　　　　　　　　　画像：同社提供
本事例のポイントは、ITの力を借りて、職人の育成プロセスの再構築と顧客対応力強化を図り伝統産地の維持発展を目指すもので、単に工程を機械化・自動化しようというものではありません。高橋代表は、「どの職人が作ったかという無形価値が伝統工芸の魅力の一つであり、それは今後も残していかないといけない、これと持続可能な伝統産業にしていくことは、両輪で考えていかないといけない」と述べられています。経営革新計画を通じて自社の納期短縮・原価低減・顧客満足の向上を図りつつ、本計画事業が堺打刃物産地全体の課題である、人材確保と技能伝承に対する解決策のひとつとなることが期待されます。
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41※大阪経済に関するレポートは、当センターのWebサイトからご覧いただけます。

●大阪産業経済リサーチセンター
https://www.pref.osaka.lg.jp/o110010/
aid/sangyou/newpage4.html
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